
広 報 ほ う き 広 報 ほ う き

2 0 1 2 年 5 月2 0 1 2 年 5 月 23

平
成
24
年
度
当
初
予
算
の
あ
ら
ま
し

平
成
24
年
度
の
伯
耆
町
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
の
当
初
予
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
平
成
24
年
度
の
伯
耆
町
一
般
会
計
の
当
初
予
算
は
、合

併
後
最
大
と
な
っ
た
前
年
度
に
次
ぐ
予
算
規
模
と
な
り

ま
し
た
。

　
高
い
公
債
費（
返
済
金
）負
担
や
社
会
保
障
経
費
の
増

大
な
ど
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
く
中
、防
災
や
健
康
づ

く
り
な
ど
町
民
生
活
の
向
上
に
結
び
つ
く
よ
う
な
事
業

を
重
視
し
な
が
ら
、地
域
の
可
能
性
を
見
据
え
た
中
長

期
的
な
視
点
に
よ
る
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

１.
一
般
会
計

　≪当初予算額≫

７４億　９００万円
平成２４年度

比  較　  △２億８,２００万円
　　　　　　　   （△３．７％）

７６億９,１００万円

平成２３年度

主
な
経
費
な
ど
の
推
移

（
20
〜
22
年
度
は
決
算
額
。23
年
度
は
3
月
補
正
後
予
算
額
）

平
成
24
年
度
当
初
予
算
で
の
主
な
事
業

新
た
な
事
業
を
中
心
に
当
初
予
算
に
盛
り
込
ま
れ
た
事
業
を
紹
介
し
ま
す
。

全
国
ど
ぶ
ろ
く
研
究
大
会
開
催
支
援【
新
規
】

５
１
７
万
円

大
会
運
営
費
・
イ
ベ
ン
ト
会
場
整
備
費
な
ど

支
援
。

大
山
山
麓
リ
ゾ
ー
ト
観
光
・

田
舎
も
の
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業【
継
続
】

４
３
８
万
円

都
市
部
で
の
販
路
開
拓
な
ど
を
目
的
に
、地
元

産
品
の
集
配
や
イ
ベ
ン
ト
出
展
な
ど
を
行
う
。

地
域
産
業
・
経
済
の
活
性
化

地
域
づ
く
り
団
体
全
国
研
修
交
流
会

開
催
支
援【
新
規
】

４
７
万
円

住
民
団
体
が
主
体
的
に
実
施
す
る
全
国

研
修
交
流
会（
分
科
会
）の
運
営
な
ど
を

支
援
す
る
。

日
光
地
区
交
流
促
進
事
業【
新
規
】

４
１
万
円

地
元
で
栽
培
し
て
い
る
野
菜
の
収
穫
体
験

や
交
流
イ
ベ
ン
ト
開
催
の
支
援
。

協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
貸
出
事
業【
拡
充
】

４
１
万
円

６
歳
未
満
の
児
童
の
保
護
者
へ
、チ
ャ
イ

ル
ド
シ
ー
ト
の
貸
出
を
行
う
。不
足
シ
ー

ト
の
補
充
を
行
い
、事
業
の
充
実
を
図
る
。

（
ふ
る
さ
と
納
税
活
用
事
業
）

子
育
て
環
境
の
充
実

環
境
に
配
慮
し
た

ま
ち
づ
く
り
の
推
進

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
助
成
事
業【
拡
充
】

１
，９
２
０
万
円

住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
導
入
費
の

一
部
を
助
成
す
る
。災
害
時
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
確
保
な
ど
、防
災
面
を
重
視
し
事
業
費

を
拡
大
。（
事
業
費
前
年
比
１
４
２
％
）

廃
棄
物
減
量
化
推
進
事
業【
継
続
】

　
２
，８
２
０
万
円

紙
お
む
つ
燃
料
化
処
理
や
モ
デ
ル
集
落
な

ど
へ
大
型
生
ご
み
処
理
機
の
設
置
な
ど
を

行
う
。

こ
し
き
が
丘
エ
コ
ロ
ジ
ー
公
園（
仮
称
）

整
備
モ
デ
ル
事
業【
新
規
】

６
６
３
万
円

環
境
美
化
活
動
や
家
庭
生
ご
み
減
量
化

処
理
な
ど
を
行
う
公
園
の
整
備
費
な
ど

を
支
援
す
る
。

●
年
少
扶
養
控
除
の
廃
止
な
ど
に
よ
り
、町
民
税
を
中
心
に

町
税
が
3,
2
4
0
万
円
増
加

●
特
別
交
付
税
の
増（
福
祉
事
務
所
分
な
ど
）に
よ
り
、地
方

交
付
税
が
2,
2
4
1
万
円
増
加

●
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
施
設
の
貸
付
収
入（
有
線
テ
レ
ビ
放
送

特
別
会
計
廃
止
に
伴
う
移
行
）な
ど
に
よ
り
、財
産
収
入
が

2,
0
3
8
万
円
増
加

増
え
た
も
の

【
主
な
特
徴
】
 

●
子
ど
も
の
た
め
の
手
当
制
度
改
正
な
ど
に
よ
り
、国
庫
支
出

金（
国
か
ら
の
補
助
金
な
ど
）が
1
億
1,
4
4
3
万
円
減
少

●
雇
用
対
策
事
業
の
変
更
な
ど
に
よ
り
、県
支
出
金（
県
か
ら

の
補
助
金
な
ど
）が
5,
1
6
6
万
円
減
少

●
水
道
監
視
装
置
整
備
の
完
了
な
ど
に
よ
り
、繰
入
金（
基
金

か
ら
の
取
崩
な
ど
）が
5,
1
6
5
万
円
減
少

●
建
設
事
業
の
減
な
ど
に
よ
り
、
町
債
（
借
入
金
）
が

8,
8
6
0
万
円
減
少
 

減
っ
た
も
の

●
共
済
組
合
負
担
金
の
増
額
な
ど
に
よ
り
、人
件
費
が

5,
4
3
2
万
円
増
加

●
公
共
施
設
の
老
朽
化
に
伴
い
、維
持
補
修
費（
施
設
修
繕
料

な
ど
）が
7
7
4
万
円
増
加

●
緊
急
な
災
害
に
備
え
、災
害
復
旧
費
が
1,
7
0
0
万
円
増
加

増
え
た
も
の

【
主
な
特
徴
】
 

●
備
品
購
入
費
の
減（
公
民
館
改
修
分
な
ど
）や
雇
用
対
策
事

業
の
変
更
な
ど
に
よ
り
、物
件
費（
賃
金
・
委
託
料
な
ど
）が

3,
3
0
3
万
円
減
少

●
西
部
広
域
負
担
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、補
助
費
な
ど（
負
担

金
・
補
助
金
な
ど
）が
4,
4
8
0
万
円
減
少

●
有
線
テ
レ
ビ
放
送
特
別
会
計
の
廃
止
な
ど
に
よ
り
、繰
出

金
が
7,
9
9
7
万
円
減
少

●
過
去
に
行
っ
た
繰
上
返
済
な
ど
に
よ
り
、公
債
費（
返
済
金
）

が
1
億
5,
0
3
8
万
円
減
少
 

減
っ
た
も
の
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（億円）

　22年度以降、緊急経済対策や学校の耐震改
修などによって、事業費が高い水準で推移して
います。24年度は、各学校施設の耐震等改修や
町道大倉線改良などを行います。

建
設
事
業
費
の
推
移
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10.9 11.5 11.611.1 11.0
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（億円）

　合併以降、職員数の減や給料カットなどによ
り減少が続いていましたが、23年度から共済組
合負担率の改定などを原因に増加しています。

人
件
費
の
推
移

40.0
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（億円）

　将来の財政負担に備え、基金の積み立てを行
っています。24年度は、利子分の積立や借入金の
返済に充てるための取崩などを予定しています。

基
金（
貯
金
）残
高
の
推
移
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（億円）

　借入の抑制や繰上返済により、借金残高は減少
傾向にあります。24年度は約7億9千万円の借入と
約9億7千万円の（元金）返済を予定しています。

地
方
債(

借
金
）残
高
の
推
移

歳入
（収入）

歳出
（支出）

国庫支出金
5億3,900万円
7.3％ 自主

財源
27％

依存財源
73％

その他
5,959万円
0.8％

町税
13億5,313万円
18.3％

分担金及び負担金
1億1,841万円
1.6％

繰入金
4,965万円
0.7％

使用料
及び手数料
3,132万円 0.4％

その他
3,015万円
0.4％

諸収入
4億1,838万円
5.6％

地方交付税
33億6,689万円
45.4％

町債
7億9,240万円
10.7%

県支出金
4億8,240万円
6.5％

地方消費税交付金
9.527万円
1.3％

地方譲与税
7,241万円
1.0％

普通建設事業費
8億9,199万円 
12.0%

繰出金
7億2,202万円
9.8%

公債費
10億7,655万円 14.5%

物件費
11億4,770万円 15.5%

人件費
11億6,270万円 15.7%

扶助費
6億9,935万円
9.4%

補助費等
12億4,994万円 16.9%

予備費
6,928万円
0.9%

積立金
1,750万円0.2%

貸付金
3億2,481万円
4.4%

維持補修費
2,716万円
0.4%

災害復旧費
2,000万円
0.3%
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平
成
24
年
度
当
初
予
算
の
あ
ら
ま
し

平
成
24
年
度
の
伯
耆
町
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
の
当
初
予
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
平
成
24
年
度
の
伯
耆
町
一
般
会
計
の
当
初
予
算
は
、合

併
後
最
大
と
な
っ
た
前
年
度
に
次
ぐ
予
算
規
模
と
な
り

ま
し
た
。

　
高
い
公
債
費（
返
済
金
）負
担
や
社
会
保
障
経
費
の
増

大
な
ど
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
く
中
、防
災
や
健
康
づ

く
り
な
ど
町
民
生
活
の
向
上
に
結
び
つ
く
よ
う
な
事
業

を
重
視
し
な
が
ら
、地
域
の
可
能
性
を
見
据
え
た
中
長

期
的
な
視
点
に
よ
る
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
。

１.
一
般
会
計

　≪当初予算額≫

７４億　９００万円
平成２４年度

比  較　  △２億８,２００万円
　　　　　　　   （△３．７％）

７６億９,１００万円

平成２３年度

主
な
経
費
な
ど
の
推
移

（
20
〜
22
年
度
は
決
算
額
。23
年
度
は
3
月
補
正
後
予
算
額
）

平
成
24
年
度
当
初
予
算
で
の
主
な
事
業

新
た
な
事
業
を
中
心
に
当
初
予
算
に
盛
り
込
ま
れ
た
事
業
を
紹
介
し
ま
す
。

全
国
ど
ぶ
ろ
く
研
究
大
会
開
催
支
援【
新
規
】

５
１
７
万
円

大
会
運
営
費
・
イ
ベ
ン
ト
会
場
整
備
費
な
ど

支
援
。

大
山
山
麓
リ
ゾ
ー
ト
観
光
・

田
舎
も
の
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業【
継
続
】

４
３
８
万
円

都
市
部
で
の
販
路
開
拓
な
ど
を
目
的
に
、地
元

産
品
の
集
配
や
イ
ベ
ン
ト
出
展
な
ど
を
行
う
。

地
域
産
業
・
経
済
の
活
性
化

地
域
づ
く
り
団
体
全
国
研
修
交
流
会

開
催
支
援【
新
規
】

４
７
万
円

住
民
団
体
が
主
体
的
に
実
施
す
る
全
国

研
修
交
流
会（
分
科
会
）の
運
営
な
ど
を

支
援
す
る
。

日
光
地
区
交
流
促
進
事
業【
新
規
】

４
１
万
円

地
元
で
栽
培
し
て
い
る
野
菜
の
収
穫
体
験

や
交
流
イ
ベ
ン
ト
開
催
の
支
援
。

協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
貸
出
事
業【
拡
充
】

４
１
万
円

６
歳
未
満
の
児
童
の
保
護
者
へ
、チ
ャ
イ

ル
ド
シ
ー
ト
の
貸
出
を
行
う
。不
足
シ
ー

ト
の
補
充
を
行
い
、事
業
の
充
実
を
図
る
。

（
ふ
る
さ
と
納
税
活
用
事
業
）

子
育
て
環
境
の
充
実

環
境
に
配
慮
し
た

ま
ち
づ
く
り
の
推
進

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
助
成
事
業【
拡
充
】

１
，９
２
０
万
円

住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
導
入
費
の

一
部
を
助
成
す
る
。災
害
時
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
確
保
な
ど
、防
災
面
を
重
視
し
事
業
費

を
拡
大
。（
事
業
費
前
年
比
１
４
２
％
）

廃
棄
物
減
量
化
推
進
事
業【
継
続
】

　
２
，８
２
０
万
円

紙
お
む
つ
燃
料
化
処
理
や
モ
デ
ル
集
落
な

ど
へ
大
型
生
ご
み
処
理
機
の
設
置
な
ど
を

行
う
。

こ
し
き
が
丘
エ
コ
ロ
ジ
ー
公
園（
仮
称
）

整
備
モ
デ
ル
事
業【
新
規
】

６
６
３
万
円

環
境
美
化
活
動
や
家
庭
生
ご
み
減
量
化

処
理
な
ど
を
行
う
公
園
の
整
備
費
な
ど

を
支
援
す
る
。

●
年
少
扶
養
控
除
の
廃
止
な
ど
に
よ
り
、町
民
税
を
中
心
に

町
税
が
3,
2
4
0
万
円
増
加

●
特
別
交
付
税
の
増（
福
祉
事
務
所
分
な
ど
）に
よ
り
、地
方

交
付
税
が
2,
2
4
1
万
円
増
加

●
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ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
施
設
の
貸
付
収
入（
有
線
テ
レ
ビ
放
送

特
別
会
計
廃
止
に
伴
う
移
行
）な
ど
に
よ
り
、財
産
収
入
が

2,
0
3
8
万
円
増
加

増
え
た
も
の

【
主
な
特
徴
】
 

●
子
ど
も
の
た
め
の
手
当
制
度
改
正
な
ど
に
よ
り
、国
庫
支
出

金（
国
か
ら
の
補
助
金
な
ど
）が
1
億
1,
4
4
3
万
円
減
少

●
雇
用
対
策
事
業
の
変
更
な
ど
に
よ
り
、県
支
出
金（
県
か
ら

の
補
助
金
な
ど
）が
5,
1
6
6
万
円
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少

●
水
道
監
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置
整
備
の
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了
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ど
に
よ
り
、繰
入
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か
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6
5
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円
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●
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事
業
の
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よ
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、
町
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）
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8,
8
6
0
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円
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っ
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も
の

●
共
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組
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担
金
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額
な
ど
に
よ
り
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件
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が
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4
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万
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●
公
共
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設
の
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に
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持
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な
ど
）が
7
7
4
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円
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●
緊
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な
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害
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費
が
1,
7
0
0
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円
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加

増
え
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も
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【
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な
特
徴
】
 

●
備
品
購
入
費
の
減（
公
民
館
改
修
分
な
ど
）や
雇
用
対
策
事

業
の
変
更
な
ど
に
よ
り
、物
件
費（
賃
金
・
委
託
料
な
ど
）が

3,
3
0
3
万
円
減
少

●
西
部
広
域
負
担
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、補
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（億円）

　22年度以降、緊急経済対策や学校の耐震改
修などによって、事業費が高い水準で推移して
います。24年度は、各学校施設の耐震等改修や
町道大倉線改良などを行います。

建
設
事
業
費
の
推
移
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10.9 11.5 11.611.1 11.0

21 22 23 24 （年度）

（億円）

　合併以降、職員数の減や給料カットなどによ
り減少が続いていましたが、23年度から共済組
合負担率の改定などを原因に増加しています。
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（億円）

　将来の財政負担に備え、基金の積み立てを行
っています。24年度は、利子分の積立や借入金の
返済に充てるための取崩などを予定しています。

基
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）残
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推
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　借入の抑制や繰上返済により、借金残高は減少
傾向にあります。24年度は約7億9千万円の借入と
約9億7千万円の（元金）返済を予定しています。

地
方
債(

借
金
）残
高
の
推
移

歳入
（収入）

歳出
（支出）

国庫支出金
5億3,900万円
7.3％ 自主

財源
27％

依存財源
73％

その他
5,959万円
0.8％

町税
13億5,313万円
18.3％

分担金及び負担金
1億1,841万円
1.6％

繰入金
4,965万円
0.7％

使用料
及び手数料
3,132万円 0.4％

その他
3,015万円
0.4％

諸収入
4億1,838万円
5.6％

地方交付税
33億6,689万円
45.4％

町債
7億9,240万円
10.7%

県支出金
4億8,240万円
6.5％

地方消費税交付金
9.527万円
1.3％

地方譲与税
7,241万円
1.0％

普通建設事業費
8億9,199万円 
12.0%

繰出金
7億2,202万円
9.8%

公債費
10億7,655万円 14.5%

物件費
11億4,770万円 15.5%

人件費
11億6,270万円 15.7%

扶助費
6億9,935万円
9.4%

補助費等
12億4,994万円 16.9%

予備費
6,928万円
0.9%

積立金
1,750万円0.2%

貸付金
3億2,481万円
4.4%

維持補修費
2,716万円
0.4%

災害復旧費
2,000万円
0.3%


